
千葉市生活支援ハウス運営事業実施要綱 

 

（目的） 

第１条 この事業は、高齢者に対して、介護支援機能、居住機能及び交流機能を総合的に提

供することにより、高齢者が安心して健康で明るい生活を送れるよう支援し、もって高

齢者の福祉の増進を図ることを目的とする。 

 

（実施施設） 

第２条 本事業は、利用者及びサービス内容等の決定を除き、介護保険法（平成９年法律第

１２３号）に規定する指定通所介護事業所となる老人デイサービスセンター等若しくは

通所リハビリテーション事業を行う介護老人保健施設（以下「指定通所介護事業所等」

という。）に居住部門を合わせ、又は当該事業所等の隣地に整備した小規模多機能施設

（以下「生活支援ハウス」という。）において実施する。 

２ 生活支援ハウスの設備構造は、建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第２条第９号

の２に規定する耐火建築物又は同法第２条第９号の３に規定する準耐火建築物とする。 

３ 建物の配置、構造及び設備は、日照、採光、換気等利用者の保健衛生及び防災について

十分配慮されたものでなければならない。 

４ 生活支援ハウスには、指定通所介護事業所等の設備のほか、次の設備を設けなければな

らない。 

   居室・相談室・集会室・食堂・調理室・浴室・洗濯室・宿直室・便所洗面所・生活援助

員室（やむを得ない場合は、相談室・食堂・調理室・宿直室を設けないことができる。） 

５ 居室は、原則として個室とし、１居室１８平方メートル以上とする。 

６ 居室には、ブザー等緊急の連絡に必要な設備を設けることとし、利用者には心身状況に

応じ、緊急通報装置を貸与又は給付するものとする。 

 

（利用対象者） 

第３条 この事業を利用することができる者は、市内に居住し、６０歳以上で高齢等のため

独立して生活することに不安がある次の各号のいずれかに該当する者で、市長が生活支

援ハウスの対象者として認定した者とする。 

（１）ひとり暮らしの者又は夫婦のみの世帯に属する者 

（２）家族による援助を受けることが困難な者 

２ 前項の規定にかかわらず次の各号のいずれかに該当する者を除く。 

（１）常時医療管理下に置かなければならない者 

（２）他人に迷惑を及ぼす恐れがある者又は共同生活に適さないと認められる者 

（３）その他市長が不適当と認めた者 

 

（運営の方法） 

第４条 この事業の運営は、千葉市が、第２条の居住施設を有する社会福祉法人等（以下「運

営法人」という。）に委託して行う。 

 



（事業内容） 

第５条 前条の規定により委託を受けた運営法人は、各号の事業を適切に行わなければなら

ない。 

（１）利用者に対して住居を提供する。 

（２）利用者に対する各種相談、助言を行うとともに緊急時の対応を行う。 

（３）利用者が虚弱化等に伴い、通所介護、訪問介護等介護サービス及び保健福祉サービ

スを必要とする場合は、必要に応じ、利用手続きの援助等を行う。 

（４）利用者と地域住民との交流を図るための各種事業及び交流のための場の提供を行

う。 

 

(利用定員) 

第６条 居住部門の利用定員は、おおむね１０人程度とする。ただし、２０人を限度とする。 

 

(職員の配置） 

第７条 生活支援ハウスは、併設の指定通所介護事業所等に従事する職員のほか、利用人員

に応じて、次の各項に掲げる生活援助員を配置するものとする。 

（１）利用人員５名以下の施設           常勤１名 

（２）利用人員６名以上10名以下の施設    常勤１名 非常勤１名 

（３）利用人員11名以上の施設            常勤２名  非常勤１名 

２ 夜間については、宿直体制をとるものとする。 

３ 生活援助員は、指定通所介護事業所等の職員の協力を得て、第５条第１項第２号、第３

号及び第４号に定める事業を行うほか、生活支援ハウスの管理を行うものとする。 

４ 生活援助員は、原則としてホームヘルパー養成研修等一定の研修を受講するものとする。 

 

(申請及び利用の認定方法) 

第８条 本事業を実施する施設の利用を希望する者は、生活支援ハウス利用申請書（様式第

１号）に次に掲げる必要書類を添付し、市長へ申請しなければならない。 

（１）養護老人ホーム等入所診断書 

（２）収入申告書 (様式第２号) 

（３）収入状況及び年金受給状況調査同意書（様式第３号） 

（４）年金・恩給等源泉徴収票若しくは支払通知書又は確定申告書控えの写し 

（５）医療保険の被保険者証の写し 

（６）本人の世帯員全員の住民票の写し、戸籍全部事項証明書（戸籍謄本）及び身元引

受人の世帯員全員の住民票の写し、戸籍全部事項証明書（戸籍謄本）各１通 

（７）誓約書 （様式第４号）１通 

（８）身元引受書 (様式第５号)２通（市長あて、施設長あて） 

２ 市長は、適当な身元引受人がいない場合、運営法人と協議して身元引受人を定めないこ

とを認めることができる。 

３ 市長は、第１項に規定する申請書等の提出を受けたときは、対象者及びその世帯等の状

況を調査するものとする。 



４ 第３条第１項に規定する市長の認定は、申請者及び身元引受人の面接並びに実地調査に

より、生活支援ハウス入所判定審査票（様式１３）及び生活支援ハウス入所診断書（様

式１４）を作成し、生活支援ハウスの利用要否について判定を行う。 

 

（利用の決定及び通知） 

第９条 市長は、第８条第４項の判定により対象者と認定した場合、事業を委託している運

営法人に対して生活支援ハウス入所依頼書（様式第６号）に申請書、世帯状況調査票、

健康診断書、並びに本人、身元引受人の世帯員全員の住民票の写し、戸籍全部事項証明

書（戸籍謄本）のそれぞれの写しを添付し送付する。 

２ 運営法人は、市長から、入所依頼書の送付があったときは、速やかに利用認定者の調査

を行うとともに、利用認定者に生活支援ハウスにおける生活の内容や費用負担等につい

て説明を行うものとする。 

３ 運営法人は、第１項により入所依頼書の送付があった際、生活支援ハウスの入所者数が

定員に達している場合には、その旨を市長へ連絡するとともに、送付された書類を管理

することとする。 

４ 運営法人は、前項において、退所等により新規に入所できることとなった場合は、市長

から送付された待機者名簿の中で、待機順位が最上位の者に対して第２項に定める手続

きを行う。 

５ 運営法人は、入所依頼があった者が生活支援ハウスの利用者として適性を欠くと認めら

れる事由がある場合には、理由を明らかにし入所を不承諾することができる。 

６ 運営法人は、第３項に定める入所依頼書の送付があり、前２項の手続きを行った場合は、

速やかに生活支援ハウス入所承諾（不承諾）書（様式第７号）を市長へ提出しなければ

ならない。 

７ 市長は、前各項の規定により、生活支援ハウス利用の承認、不承認等の決定を行ったと

きは、申請者及び運営法人へ生活支援ハウス利用（承認・不承認・変更）決定通知書（様

式第８号）を送付するものとする。 

 

（病院への入退院） 

第10条 運営法人は、入所者が病院等へ入院し、又は退院した場合には、速やかに市長へ届

け出ることとする。 

 

（利用の取り消し） 

第11条 市長は、入所者が、次の各号のいずれかに該当する場合には、生活支援ハウスの利

用を取り消すことができる。 

 （１）生活支援ハウス退所申請書（様式第９号）を市長に提出したとき。 

 （２）詐欺その他不正な行為により利用しているとき。 

 （３）利用料等を３か月以上滞納したとき。 

（４）入所者の行為が、他の入所者の生活や健康に著しく影響を与えたとき又は与える恐

れがあるとき。 

 （５）要介護状態の進行その他の理由で居住部門での生活の継続が困難となったとき。 



 （６）前条による入院が３か月以上にわたることが明らかになった場合又は３か月を超え

るに至ったとき。 

 （７）入所者が死亡又は失踪したとき。 

 （８）その他施設の運営に支障が生ずると認められるとき。 

２ 運営法人は、利用者が前項の規定に該当すると認められるときには、生活支援ハウス入

所者状況変更届（様式第１０号）により、速やかに市長に報告しなければならない。 

３ 市長は、前項の報告を受理したときは、利用者又は身元引受人及び運営法人へ生活支援

ハウス利用取消通知書（様式第１１号）を送付する。 

 

（利用料） 

第12条 居住部門にかかる利用料については、別表１及び別表２の合計額による。 

２ 市長は、前項に規定する利用料のうち別表１による居住部門利用料については利用を開

始した月より決定し、利用者及び運営法人へ通知するとともに、利用者から徴収するも

のとする。 

なお、月の途中で入所又は退所した場合は、当該月の実利用日数を当該月の実日数で

除したものに、利用料月額を乗じて得た額とする。ただし、10円未満は切捨てるものと

する。 

３ 運営法人は、別表２の光熱水費等の実費を毎月利用者から徴収するものとする。 

４ 利用者は、前年の年金等の収入を収入申告書により毎年市長に提出しなければならない。 

５ 費用負担額の適用期間は、７月１日から翌年の６月３０日までとする。ただし、７月２

日以降の新規入居者の適用期間は、入居日から直近の６月３０日までの間とする。 

 

（経費の支払い） 

第13条 市長は委託先の運営法人に対して、別に定めるところにより施設管理委託料を支払

う。 

２ 運営法人は、当該事業に係る経理と他の事業に係る経理とを明確に区分しなければなら

ない。 

 

（報告） 

第14条 運営法人は、年度の終了後、４月７日（当日が国民の祝日に関する法律（昭和２３

年法律第１７８号）に規定する祝日又は日曜日にあたるときはその翌日）までに市長に

対して、生活支援ハウス事業実績報告書（様式第１２号）を提出しなければならない。 

 

（その他） 

第15条 この要綱に定めるもののほか必要な事項は、保健福祉局長が定める。 

 

   附 則  

 この要綱は、平成１３年１０月１日から施行する。 

 

   附 則  



 この要綱は、平成１６年４月１日から施行する。 

 

   附 則  

 この要綱は、平成１７年４月１日から施行する。 

 

   附 則  

 この要綱は、平成１８年４月１日から施行する。 

 

   附 則  

 この要綱は、平成２２年４月１日から施行する。 

    

附 則  

 この要綱は、平成２６年４月１日から施行する。 

 

附 則  

 この要綱は、平成２６年６月１日から施行する。 

 

附 則  

 この要綱は、平成２７年４月１日から施行する。 

 

附 則  

 この要綱は、平成２８年４月１日から施行する。 

 

附 則  

 この要綱は、平成３０年４月１日から施行する。 

 

附 則  

 この要綱は、平成３１年４月１日から施行する。 

 

 



別表１ 

 

生活支援ハウス居住部門利用料(月額) 
 

対象収入による階層区分 利用者負担額  

 Ａ  1，200，000円以下                      ０円 

 Ｂ  1，200，001円～1，300，000円              ４，０００円 

 Ｃ  1，300，001円～1，400，000円              ７，０００円 

 Ｄ  1，400，001円～1，500，000円            １０，０００円 

 Ｅ  1，500，001円～1，600，000円            １３，０００円 

 Ｆ  1，600，001円～1，700，000円            １６，０００円 

 Ｇ  1，700，001円～1，800，000円            １９，０００円 

 Ｈ  1，800，001円～1，900，000円            ２２，０００円 

 Ｉ  1，900，001円～2，000，000円            ２５，０００円 

 Ｊ  2，000，001円～2，100，000円            ３０，０００円 

 Ｋ  2，100，001円～2，200，000円            ３５，０００円 

 Ｌ  2，200，001円～2，300，000円            ４０，０００円 

 Ｍ  2，300，001円～2，400，000円            ４５，０００円 

 Ｎ  2，400，001円以上            ５０，０００円 

 

 (注１) この表において、対象収入とは，前年の収入（社会通念上として認定することが

適当でないものを除く）から租税、社会保険料、医療費等の必要経費を控除した後の収入を

いう。 

 

(注２) 夫婦で入居する場合には、夫婦の収入及び必要経費を合算し、合算額の２分の１を

それぞれの個々の対象収入とし、利用者利用料を算定する。 



別表２ 

        居住部分にかかる光熱水費及び共益費並びに本人希望による食費等の実費 

        施設で実施する交流会に係る実費 


